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今日の憲法学では、大日本帝国憲法第 28条の信教の自由には（1）
条文上、（2）解釈上、（3）事実上の制限があったと評価されている。
本論は（2）と（3）に関する近年の研究動向を紹介したうえで、なぜ帝
国憲法の起草者が「信教の自由」という表記を採用し、そこに法律の
留保を明記しなかったのかを考察する。
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1.　はじめに：大日本帝国憲法における信教の 
自由に関する研究動向

1.1.　今日の憲法学の評価：信教の自由に対する3つの制限
1889年2月11日、大日本帝国憲法（以下、帝国憲法と略称）が制定・
公布された1）。その第 28条は信教の自由について次のように定めた。
「日本臣民は安寧秩序を妨げず及臣民たるの義務に背かざる限に於て信
教の自由を有す」。このわずか 38文字の条文は、1947年に失効するま
で帝国憲法自体が一度も改定されず2）、1940年まで宗教団体に関する包
括的な法律も施行されなかったため（1939年公布の法律第 77号宗教団
体法）3）、戦前期の日本では宗教に関する根本的な法規定であり続けた。
今日の憲法学は、こうした帝国憲法による信教の自由の保障を、日本
国憲法による信教の自由の保障と対比するかたちで否定的に評価してい
る。1993–2018年に初版が出版された憲法学の教科書、体系書、注釈
書を計 21冊分析した須賀博志4）によると、その論点は次の 5点にまと
められる。（1）たしかに帝国憲法第 28条は信教の自由を保障したが、
しかしそこには条文上「安寧秩序を妨げず」、「臣民たるの義務に背かざ
る限」という制限が設けられていた。（2）かつ、第28条は他の自由権の
条文5）とは異なり、法律の留保、すなわち権利の保障や制限が「法律の
範囲内」に限定されることを例外的に明記していなかった。そのため信
教の自由は解釈上、法律によらず命令のみでも制限できた。（3）さらに
政府は「神社は宗教にあらず」という説明のもと、神社に国教的地位を
与えて優遇し、その最高祭主としての天皇の神権的統治を正当化した。
ゆえに信教の自由は事実上、こうした神社の国教的地位と矛盾しない範
囲に制限された。（4）しかし 1945年 12月に連合国最高司令官総司令部
（GHQ）が発した「神道指令」は、「国家神道」と日本政府との徹底的な
分離を命じた。（5）これを受けて 1946年 11月 3日に公布された日本国
憲法は、第 20条 1項で「信教の自由は、何人に対してもこれを保障す
る」と定め、帝国憲法と同じく「信教の自由」という語句を用いつつ、
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それを一切の制限を設けずに保障した。かつ日本国憲法は、帝国憲法で
は条文上まったく記されていなかった政教分離6）についても詳細に規定
した7）。
以上から、現代日本ではおもに憲法学の教科書を通じて、信教の自由
が条文上、解釈上、事実上制限されていた帝国憲法期と、政教分離によ
り信教の自由が保障されている日本国憲法期とを対照的に捉える記述が
流通し再生産されていると分かる。戦前日本の政教関係は、戦後日本の
政教関係の陰画として現在も参照され続けているのである。

1.2.　 近年の研究動向①：神社への国教的地位の付与に伴う事実上
の制限

しかし、須賀がこうした記述を「ステレオタイプ化した記述」と評し
たように、それに対して再考を促す研究が今日まで蓄積されてきたこと
も事実である。以下で本論は、須賀のまとめた論点のうち、（3）神社へ
の国教的地位の付与に伴う信教の自由に対する事実上の制限について、
神社制度、帝国憲法起草者の意図、公布後の解釈史という 3つの観点か
ら行われてきた研究を紹介したい。
神社の国教的地位については、制度史の観点から研究が蓄積されてき
た。その代表的な研究者である阪本是丸は、おもに公文書に基づき神社
制度の展開を辿ることで、「明治維新以来、神社は国家の宗祀として他
宗教に比較して隔絶した地位と特権を国家から付与されてきていたとい
う理解」を明確に否定した8）。阪本の提示した論点は多岐に渡るが、一
例として神社に対する財政支援政策について見てみよう9）。明治期以降
国家の管理に属した神社には、社格が付された神社（官幣社、国幣社、
府社、県社、郷社、村社）と、社格のない無格社とが存在した10）。帝国
憲法が公布された 1889年末の数字では、府県社以下の神社（無格社も
含む）は、統計上全神社数の 99.9%以上を占めていた11）。しかし、当時
これら神社には、国庫から経費がまったく支給されていなかった。か
つ、より社格の高い官国幣社（伊勢神宮を除く）に関しても、一定年数
補助金を出して積み立てさせ、その後は国庫補助を打ち切り自立させる
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「官国幣社保存金制度」（1887年内務省訓令第 15号）が進行中であった。
この制度が神社界や一部の官僚・帝国議会議員からの批判を受けて廃止
され、官国幣社経費の国庫負担が再開され財政支援が強化され始めたの
は、1906年の法律第 24号公布からであり、一部の府県社以下の神社に
も地方自治体の予算から神饌幣帛料を出せるようになるのは、同 1906
年の勅令第 96号公布からであった。つまり帝国憲法公布時点では、国
庫から財政支援を受けていた神社は全体の 0.1%未満に留まり、かつそ
の対象も将来的にはさらに狭められる予定であった。また平野武12）は、
すでに神社を「国家の宗祀」とする政教関係は成立していたものの、
1884年太政官布達第 19号に基づく管長制のもと仏教や教派神道に一定
の「自治」が認められていたことも踏まえると、帝国憲法公布当初から
神社が他の宗教に対する支配的な地位を得ていたとは考えにくいと指摘
している。
帝国憲法起草者（伊藤博文、伊東巳代治、井上毅、金子堅太郎、ヘル
マン・ロエスレル13）、アルベルト・モッセ）の意図についても再考が進
められている。たしかに帝国憲法は第 1条で「大日本帝国憲法は万世一
系の天皇之を統治す」と定め、第 3条で「天皇は神聖にして侵すべから
ず」と定めた。今日ではこれら 2条文は君主が国家統治権を総攬し、法
律上の責任を負わないという、とくに 19世紀前半の南ドイツ諸国の憲
法に優勢であった「君主主義」原理を取り入れたものであったと指摘さ
れているが14）、公布当初は起草者は『古事記』や『日本書紀』を引用する
ことで、両条文が「固有の国体」に基づくものであると説明していた15）。
しかし、帝国憲法の各種草案や審議資料を検討した中島三千男16）によ
ると、帝国憲法公布時点で起草者には、第 28条の「臣民たるの義務」に
皇室祭祀や神社祭祀への崇拝を含めて国民に強制しようとする意図はい
まだ確立していなかった。また山口輝臣17）は、起草者が参照したヨー
ロッパ諸国の憲法の大半には、信教の自由を保障する条文とキリスト教
を国教とする条文とが併記されていたから、起草者はかならずしも信教
の自由と国教制度とが矛盾するとは考えていなかったと指摘した。そし
て山口は、海外の先例に反しても起草者が帝国憲法に国教に関する条文
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を設けなかった一因は、彼らが当時の皇室祭祀や神社制度の実態を国教
の名に値するものとしては認識していなかったからであると主張した。
さらに帝国憲法の解釈史について、新田均18）は、「代表的な天皇主権

論者」と見なされる穂積八束と上杉慎吉の政教関係理解や帝国憲法解釈
を検討することで、両者とも神社への参拝や信仰が第 28条の「臣民た
るの義務」に該当するとは論じていなかったと指摘した。須賀博志19）も、
戦前期の帝国憲法の解釈学説においては、神社が信教の自由と緊張関係
にあると捉える考え方は一般的ではなく、日本の政教関係を政教分離制
度と見なすものが多数派であったと指摘した。須賀によると、学説にお
いて神社を国家的宗教と位置づけ、神社に関わる義務を「臣民たるの義
務」との関係で捉えたのは、美濃部達吉が最初であったが、それは昭和
期に入ってからであり、かつ美濃部の支持者は東京帝国大学の内部に限
られていたという。
以上概観してきた神社制度、起草意図、解釈史の研究から分かるの
は、神社と信教の自由との関係については、そもそも帝国憲法公布以降
の時期を一括して「帝国憲法期」と捉えることはできないという点であ
る。言い換えると、（3）帝国憲法下では政府が神社に国教的地位を与え
たため、信教の自由は事実上制限されていたという理解は、帝国憲法公
布時点と昭和 10年代との間に起きた神社の公的待遇や憲法解釈上の変
遷を考慮していない点で、単純化を行っていると指摘せざるをえない。
本論では取り組むことはできないが、こうした変遷をもたらした要因や
背景については、より具体的な議論が必要だろう。たとえば中島や平
野20）は、神社と国家との関係が強化された重大な契機として、1894–
1895年の日清戦争や 1904–1905年の日露戦争を挙げている。また畔上
直樹や平山昇21）は社会史の視点から、大正期以降、中央政府による「上
からの」指導とは別に、地域社会における在地神職の活動や鉄道を利用
した社寺参詣の流行といった「下からの」回路を通じて、神社制度の整
備や神社とナショナリズムとの関係強化が進んでいった過程を明らかに
している。さらに阪本や藤田大誠22）は、神社参拝に関する強制や社会
的抑圧が強まった背景として、1931年満州事変以降の「準戦時体制」の
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成立を指摘した。

1.3.　近年の研究動向②：法律の留保の不採用に伴う解釈上の制限
しかし、だからといって今度は反対に、帝国憲法による信教の自由の
保障にはまったく問題がなかったと結論づけることも不可能である。な
ぜなら、今日の憲法学が指摘する通り、帝国憲法第 28条には公布当初
から（1）条文上の制限が設けられ、かつ（2）法律の留保の不採用に伴
う解釈上の制限も課せられていたからである。とくに近年の研究は、
（2）法律の留保の不採用がもたらした影響の大きさを指摘している。
大石眞23）によると、そもそも帝国憲法下では政府に強大な行政権が

認められていた。天皇は法律に代わる緊急勅令を発し（帝国憲法第 8
条）、また「公共の安寧秩序を保持」するためには法律の委任なしに「必
要なる命令」（「警察命令」と呼ばれた）を発することができた（同第 9
条）。他方、議会には内閣不信任決議や大臣弾劾によって行政機関を統
制する権限が与えられておらず、かつ裁判所には法令の合憲性を審査す
る権限が学説上認められていなかった。帝国憲法が「外見的立憲主義」
と呼ばれるゆえんである。それでも法律の留保がある自由権に関して
は、議会での法案審議や質問を介して政府の責任を追及できた。しか
し、信教の自由にはそうした権利保障の方法さえ確保されてはいなかっ
たのである。もちろん議会に宗教関係の法案が提出されれば、信教の自
由について政府と質疑応答が交わされることもあったが24）、重要なのは
帝国憲法が政府にそうした法案の策定を義務づけていなかったという点
である。植村和秀が指摘する通り25）、実際 1940年までは、行政命令で
ある1884年の太政官布達第19号が宗教団体に関する基本的な制度的枠
組みを定めていた。
帝国憲法の解釈史についても、須賀や棟久敬26）は、憲法に明文規定
がないことが妨げとなり、戦前期を通じて解釈論によって法律の留保を
導き出す試みは憲法学の主流にはならなかったと指摘している。第 28
条の「安寧秩序を妨げず」について、学説の多数は何が「安寧秩序」の妨
げになるかをあらかじめ法律により定義することは困難であるから、行
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政機関は自身の判断に基づき信教の自由を制限できると理解していた。
「臣民たるの義務」についても、それを兵役・納税の義務（帝国憲法第
20・21条）や重婚の禁止（1898年法律第 9号民法第 766条）といった法
律の定める義務に限定することが望ましいとする学説や、特定の宗教を
禁止するなど信教の自由を制限する法令に従う義務は含まれないとする
学説も存在したものの、やはり多数派は行政命令による義務も「臣民た
るの義務」に含まれうるという解釈であった。
さらに法律の留保の不採用が実際の政教関係に与えた影響について、

1900年に内務省内に神社局と宗教局とが別置され、1913年に宗教局の
み文部省へ移管されたことで、行政制度上神社と宗教との区別が明確に
なったが、大石27）はこうした過程に対して帝国憲法第 28条が歯止めに
ならなかった一因を、法律の留保の不採用に求めている。また、戦前期
の学校行政は「勅令主義」、すなわち天皇の命令である勅令や省令以下
の行政命令が教育の基本的事項を定める慣行を取ったため、もともと広
範な行政裁量が認められていた領域であったが28）、小野雅章による
と29）、文部省は 1891年 6月に省令第 4号「小学校祝日大祭日儀式規程」
を、1900年 8月に省令第 14条「小学校令施行規則」第 28条を発するこ
とで、元日、紀元節（神武天皇即位日）、天長節（天皇誕生日）の三大節
に小学校へ職員や生徒を集め、御真影への最敬礼、教育勅語奉読、唱歌
斉唱などを執り行うよう命じた。それにより、全国の祝祭日学校儀式が
定型化され、そこへの生徒や職員の参加が強制された。島薗進30）は、
こうした学校儀式をはじめとする学校行事や小学校での修身・歴史教育
が、国民に天皇・皇室崇敬を浸透させる役割を果たしたと主張してい
る。また永岡崇、桂島宣弘、小川原正道31）によると、信者獲得の手段
として病気治しなどを実践していた新宗教や、モルモン教など外国由来
の宗教は、警察行政から「「まともでない」宗教」であると判断されて直
接的な介入を受ける可能性につねに曝されていた。さらに小島伸之32）

の指摘する通り、昭和期に入ると、内務省の特別高等警察による「宗教
弾圧」が、①宗教団体の行う政治的な全体主義的社会運動に対する取り
締まり→②啓蒙的・合理的・科学的観点からの呪術迷信的宗教運動に対
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する取り締まり→③正統「国体」擁護のための異端説取り締まりや「敵
性宗教」に対する警戒などという段階を経て、取り締まりの論理を多様
化させるかたちで拡大していった。
ようするに、（2）憲法上に法律の留保が明記されなかった結果、戦前
期を通じて制度上も憲法解釈上も、行政機関が立法・司法機関の関与を
経ずに宗教に関して恣意的な権限を行使することはひろく容認されてい
たのである。（3）神社制度の変遷にかかわらず、（2）解釈上は帝国憲法
における信教の自由は公布当初からいちじるしく制限されていたといえ
る。

1.4.　本論の目的
では、なぜ帝国憲法第 28条は信教の自由に法律の留保を設けなかっ
たのだろうか。第 28条の成立過程に関しては、中島三千男、尾崎利生、
山口輝臣、棟久敬の研究33）がある。しかし、法律の留保が不採用となっ
た過程や理由については、これまで主題的には考察されてこなかった。
そこで本論は、先行研究に基づきつつ、起草関係資料のうち従来は引用
されてこなかった部分も新たに検討することでこの点を明らかにしよう
と試みる。後述する通り、法律の留保が採用されなかった経緯は、憲法
条文に「信教の自由」という表記が採用された経緯とも密接に関係して
いた。

2.　帝国憲法における信教の自由条文の起草過程
2.1.　帝国憲法全体の起草過程の概要
信教の自由の諸条文案の検討に入る前に、まずは帝国憲法全体の起草
過程の概要を確認しておこう34）。1875年、天皇は「漸次に国家立憲の
政体を立て」ると宣言し、翌年には詔勅を発して「海外各国の成法を斟
酌」して「国憲」を定める方針を公にした。1881年の政変により大隈重
信らが政府要職を追われた結果、伊藤博文が憲法起草を主導することに
なった。伊藤は 1882–3年に憲法調査のためドイツやオーストリアなど
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を訪れ35）、帰国後は自身の秘書官である伊東巳代治と金子堅太郎、およ
び法制官僚の井上毅を起草メンバーに選んだ。井上36）は 1872–73年に
司法省官僚として渡欧し、フランスやドイツの法制度を調査した経験を
持ち、帰国後は数々の法案や意見書を起草して伊藤ら政府首脳からの信
頼を得ていた。後述する通り帝国憲法の草案の多くを作成したのも井上
である。他には法律顧問としてドイツから来日していたヘルマン・ロエ
スレルとアルベルト・モッセも起草作業に携わった。ロエスレル37）は
バイエルン出身で、1861年にロストック大学の国家学教授に就いたが、
1878年にカトリックへ改宗したため、プロテスタントに教員を限定す
る同大学を辞職せざるをえなくなり、そのタイミングで日本政府から雇
われた。モッセ38）はポズナン出身のユダヤ教徒で、ベルリン市裁判所
判事と在ドイツ日本公使館顧問とを兼務し、前述の憲法調査中に訪れた
伊藤に講義も行った。帝国憲法の起草は、伊藤、伊東、井上、金子、ロ
エスレル、モッセの 6名を中心に内密に進められたのであった。

2.2.　信教の自由条文の起草過程
では、起草者はどのような過程を経て帝国憲法第 28条の文言を確定
させたのだろうか。表 1は、起草作業が本格化する 1886年秋ごろから
帝国憲法が公布された 1889年 2月までに起草者が作成した信教の自由
に関する条文全てを一覧にしたものである。同様の表はすでに先行研究
でも作成されているが、本論は従来収録されてこなかった法律の留保に
関する部分も新たに表に含めた。
表 1の各条文は、起草過程の次の 7段階で作成された。
段階① 井上とロエスレル、モッセとの質疑応答：井上はロエスレルや

モッセと翻訳を介して文書で質疑応答を行った。信教の自由を含
む自由権については、1886年 12月下旬ごろに井上が自身の条文
案 2点を送って意見を求め39）、これにロエスレルは翌 1887年 1
月 11日に40）、モッセは同年 4月 16日に41）それぞれ自身の条文案
を送り回答した。

段落② 井上の乙案・甲案、ロエスレルの憲法草案作成：法律顧問との
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表 1　帝国憲法起草過程における信教の自由条文の一覧

段階 年月日 資料名 条名 条文

① 1886/12 井上の条文案A

国民の身体・家宅及財産の安全と営業・移転・帰依・
著述・印刷・集会・結社の自由は保護せらる。但、法
律は安寧秩序公益の為に必要なる制限と及戦機事変の
為に一時停止の処分を定むべし。

① 1886/12 井上の条文案B

日本国民たる者は左の権利を保護せらる。（中略） 
八、安寧治紀に妨げず及国民の義務に背かざる帰依、
及礼拝、及教育の自由（中略） 
法律は安寧治紀を維持し、又は公益を扶くるの必要の
為に、正条を掲げて前に挙げたる各項に制限を設け、
又は一時停止の処分を定むべし。

① 1887/1/11 ロエスレルの 
条文案 7

信仰の自由は之を防護す。但、公共の秩序及安寧を妨
害する者又は国家に対する義務に背反する者は此の限
に在らず。

① 1887/4/16 モッセの条文案

信向及本心の自由は、侵すべからず。私権・公権の享
有は、信教に関係せず。公私の義務は、信教に依て妨
げらるることなし。 
礼拝の自由は、風義及公共の秩序を害せざる限りは、
之を保障す。

② 1887/4 井上の乙案A 11

凡そ日本国民たる者は総て左の権利を保護せらる。（中略） 
九　安寧秩序に妨げず及国民の義務に背かざる信教の自
由（中略） 
法律は安寧秩序を維持し又は公益の必要の為に正条を掲
げて前に挙げたる各項に適当の制限を設け及び戒厳の時
に於て一時停止処分を行うべき場合を定むべし。

② 1887/4 井上の乙案B
信教の自由は侵すべからず。公権私権の享有は信教の
如何に由て異同あることなし。但し国民の義務は信教
に由て之を避くることを得ず。

② 1887/4 乙案へ転載され
た①ロエスレル案 7

信教の自由は之を保護す。但公共の秩序及安寧を妨害
する者又は国家に対する義務に背く者は此の限に在ら
ず。

② 1887/4 乙案へ転載され
た①モッセ案

信教及本心の自由は侵すべからず。私権公権の享有は
信教に関係せず。公私の義務は信教に依て妨げらるる
ことなし。 
礼拝の自由は風義及公然の秩序を害せざる限りは之を
保障す。

② 1887/5 井上の甲案 7

凡そ日本国民たる者は総て左の権利を保護せらる。（中略） 
九　安寧秩序に妨げず及国民の義務に背かざる信教の自
由（中略） 
法律は安寧秩序を維持し又は公益の必要の為に正条を掲
げて前に挙げたる各項に適当の制限を設け及戒厳の時に
於て一時停止処分を行うべき場合を定むべし。

② 1887/5 甲案へ転載された
①ロエスレル案 7

信仰の自由は之を防護す。但、公共の秩序及安寧を妨
害する者又は国家に対する義務に背反する者は此の限
に在らず。
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やりとりを踏まえて井上は、憲法草案として 1887年 4月に乙案、
5月に甲案を作成して伊藤に送った。乙案には、井上が新たに作
成した信教の自由の条文案が 2点記され、かつ段階①で示された
ロエスレルとモッセの条文案も訳語を若干変更して転載され
た42）。甲案には、井上作成の条文案 1点に加え、段階①のロエス
レル、モッセと井上との質疑応答が全文転載された43）。また井上
の乙案・甲案とは別に、1887年 4月 30日、ロエスレルも独自の
憲法草案をドイツ語で作成し、翌 5月には日本語に翻訳され
た44）。

段階③ 夏島草案の作成：井上作成の乙案、甲案、ロエスレル作成の草
案の計 3点をたたき台として、1887年 8月、伊藤、伊東、井上、
金子は夏島草案45）を作成した。

段階 年月日 資料名 条名 条文

② 1887/5 甲案へ転載され
た①モッセ案

信向及本心の自由は侵すべからず。私権公権の享有は
信教に関係せず。公私の義務は、信教に依て妨げらる
ることなし。 
礼拝の自由は風義及公然の秩序を害せざる限りは之を
保護す。

② 1887/4/30 ロエスレル憲法
草案（ドイツ語） 56

Die Freiheit des religiösen Bekenntnisses wird 
gewährleistet, ausgenommen soweit dadurch die 
öffentliche Ordnung oder das Gemeinwohl gefährdet 
wird oder den Pflichten gegen den Staat Abbruch 
geschieht.

② 1887/5 ロエスレル憲法
草案の日本語訳 56

信教の自由は之を保証す。但此れに由て公けの秩序又
は公共の安寧を妨害し又は国家に対する義務の履行を
妨ぐる者は此限に在らず。

③ 1887/8 夏島草案 60 日本臣民たる者は安寧秩序を妨げず及臣民たるの義務
に背かざる限に於て信教の自由を有す。

④ 1887/10 10月草案 32 日本臣民たる者は安寧秩序を妨げず及臣民たるの義務
に背かざる限に於て信教の自由を有す。

⑤ 1888/2 2月草案 28 日本臣民は安寧秩序を妨げず及臣民たるの義務に背か
ざる限に於て信教の自由を有す。

⑥ 1888/5/8 枢密院諮詢草案 28 日本臣民は安寧秩序を妨げず及臣民たるの義務に背か
ざる限に於て信教の自由を有す。

⑦ 1889/2/11 帝国憲法 28 日本臣民は安寧秩序を妨げず及臣民たるの義務に背か
ざる限に於て信教の自由を有す。

※各草案の引用元は本論の注 39–48を参照。

表 1　帝国憲法起草過程における信教の自由条文の一覧（続き）
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段階④ 10月草案の作成：伊藤ら 4名は夏島草案、および同案に対する
井上とロエスレルの意見書をもとに議論を続け、1887年 10月に
10月草案46）を作成した。

段階⑤ 2月草案の作成：さらに 4名は 10月草案を改訂し、翌 1888年 2
月に 2月草案47）を作成した。

段階⑥ 枢密院諮詢草案の完成、枢密院審議：起草者 4名は 2月草案を
改訂しつつ、各条文の説明も作成し始めた。説明は井上がロエス
レルやモッセと相談して起草した後、それを伊藤ら 3名と検討し
た。完成した憲法本文と説明は 1冊にまとめられ、1888年 4月
27日ごろに天皇へ捧呈された。その印刷による複製本48）は、
5月 8日に天皇の諮詢機関である枢密院の顧問官へ配付された。
6月 18日–7月 13日、枢密院は第 1、2、3読会を開き、憲法草案
を審議して議決した。その後枢密院での議論を踏まえて伊藤らが
改訂した箇所もあったが、信教の自由の条文案は変更されなかっ
た。

段階⑦ 憲法公布：確定された憲法本文は、翌 1889年 2月 11日に公布
され、翌 1890年 11月 29日に施行された。

2.3.　条文案の変化：法律の留保の削除と「信教の自由」への単一化
さて、表 1からは以上 7段階を経た信教の自由に関する条文の起草過

程において、次の 2点の変化があったと確認できる。第 1に法律の留保
に注目すると、段階②までに井上が作成した条文案の大半は、法律の留
保を設けていた。すなわち、段階①の井上案A、B、および段階②の乙
案A、甲案は共通して、「法律」が信教の自由を含む自由権に対する「制
限」や「一時停止処分」を定めると明記していた。他方、段階①・②の
ロエスレル案もモッセ案も法律の留保を設けておらず、段階③の夏島草
案以降の案もそれを設けなかった。
第 2に信教の自由の表記方法に注目すると、段階①では井上案・モッ
セ案と、ロエスレル案との間で違いが見られた。すなわち、井上案A
は「帰依」や「集会・結社」の自由を、井上案Bは「帰依、及礼拝、及教
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育」の自由を掲げ、またモッセ案は「信向及本心」や「礼拝」の自由と
「信教」による差別禁止とを掲げ、ともに信教の自由の内容を細分化し
て記していた。他方、ロエスレル案は「信仰の自由」のみを掲げた。こ
れが段階③以降になると、全ての案で「信教の自由」のみを記すように
なった。なお、段階①における「信向」や「信仰」といった語句上の違い
は、段階②において①ロエスレル案・モッセ案が乙案へ転載される過程
で全て「信教」へ統一されている。
まとめると、段階②までは井上案が法律の留保を明記し、かつ信教の
自由の表記も井上案・モッセ案とロエスレル案との間で異なっていた。
しかし、段階③以降は法律の留保が削除され、表記方法も「信教の自由」
に単一化された。起草過程の全体を見ると、これら2点に関しては、段
階①ですでにロエスレル案が提示していた形式が、段階⑦で公布された
帝国憲法第 28条へ踏襲されたと分かる。

2.4.　 ロエスレルによる憲法条文の「蒙昧」化の提案とその思想的背景
以上 2点の変化のうち、「信教の自由」への表記の単一化は、中島が
指摘する通り49）、ロエスレルが信教の自由の保障範囲を内的・私的領域
に限定するため、その憲法上の表記を「蒙昧」化するよう勧めた結果で
あったと考えられる。ロエスレルは、段階① 1887年 1月に井上へ送り、
段階②井上が 5月の甲案に転載した意見書において、自身の条文案が
「信仰の自由」のみを記した理由を次の通り説明した（以下、引用文は他
の起草者も参照した甲案による）。「信仰の自由」は、「内心に於てする
と言論著述を以てするとを問わず、各箇人の或る宗教を信ずること」を
保障し、それは「家内礼拝の自由」も含みうる。しかし「後来政府の活
動を自由」にするためには、これらの点を「蒙昧の中に付し去」る必要
があり、「宗教の自由を与うるは過度に広漠なるべからずと信ず」。なぜ
なら「日本に於て外国の各種の宗派入り来り、各派共に人民を其身

みか た

方に
致さんことを力」んでいる今日、日本政府は「精神上、経済上、国民生
活の基礎」となる「宗教の思想」の「分裂」を防がなくてはならないから
である。具体的には、政府は「礼拝、寺院創立、説教者を任命する等、
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完全なる教会を創設するの権を、如
い か

何なる教派にも与」えるべきでなく、
「謬教」に「正教と同一の権利」を認めないことで「宗教の統一」を図る
必要がある50）。
またロエスレルは公布された帝国憲法についても、第 28条の信教の
自由には公的礼拝の自由や宗教的結社の自由が含まれないと解釈してい
た。ロエスレルが段階⑥の枢密院審議前後の 1888年 7月ごろに作成し
始め、憲法公布後の 1891年 3月ごろに脱稿したと推定される未刊行の
帝国憲法の逐条注釈原稿51）には次の通りある。第 28条の信教の自由は
「純然精神上の事に属し」、または「一個人の私に係る」自由のみを保障
し、「公けに之を執行するの権利」のほうは「宗教の自由中に包含せず」。
なぜなら「宗教は全く之を私事というを得ず、従って一切の宗教は総て
各々同一の権利を享受することな」いからである。「公けに之を執行す
る」とは具体的には、「公けに人を会して礼拝を行い教義を伝説弘布す
る事」や、宗教団体を結成して「社寺会堂を建設し、寄付金等を募集す
る等の事」を指し、これらは「臣民の自由」に任せず「国家の宗教管理
権」に従うべきである52）。
くわえて、従来指摘されてはこなかったが、ロエスレルは憲法条文の

「蒙昧」化によって、法律の留保を削除することも意図していたと考え
られる。ロエスレルは帝国憲法第 37条「凡そ法律は帝国議会の協賛を
経るを要す」への注釈において、「社会公衆の平和、秩序、安寧に関す
るもの」のなかには「必ず法律を以て定むべき」ものとそうでないもの
とがあるとしたうえで、「宗教上の礼拝」は「政府及人民の均

ひとし

く認めて権
利問題とする有力なる論拠あるにあらざる限りは、命令を以て之を定む
るを妨げず」と記し、「宗教上の礼拝」は「命令」のみで制限できると解
釈していた53）。
では、なぜロエスレルは憲法条文の「蒙昧」化により信教の自由の保
障範囲や保障方法を限定するよう提案したのだろうか。その一因は、彼
が立憲政治における宗教の役割を重視する思想的立場を取っていたから
と考えられる。ヨハネス・ジーメス54）によると、ロエスレルは、19世
紀ドイツの国法学界においては「社会的立憲主義」と呼ばれる立場に属
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していた。「社会的立憲主義」とは、貨幣経済や資本主義の浸透に伴い
深刻化しつつあった経済的、社会的、文化的格差の拡大と階級闘争の激
化に対応するため、諸階級を超越する存在としての国家や君主の役割を
重視する立場であった。そしてロエスレルは、「階級や身分の差別を解
消した」ことをキリスト教の「成果」として高く評価し、かつ階級間の
利害対立を緩和する手段として「宗教から発現した生きた道徳的共同意
識」の醸成に期待していた55）。実際ロエスレルは、「憲法の根元主義」に
ついて尋ねた井上に対して、1887年 6月 4日に回答を送り、「国民の徳
義心は、利己的社会統治の不徳義なる濫政に対する有力なる障壁」にな
るとし、「宗教」によって「国民に徳義上の根拠を得せしむる」よう勧め
ていた56）。
なお、宗教が国民の道徳を維持することで立憲政治の安定的な運用が
可能になるという議論は、伊藤や井上が起草過程で参考にしたドイツの
法学者ルドルフ・フォン・グナイストの講義ノートにも見られた57）。か
つ、宗教は道徳を基礎づけることで国家の文明化に貢献するという議論
は、1880年代に日本の言説空間においてキリスト教をモデルに構築さ
れた「宗教」概念の 1パターンでもあった58）。
以上を勘案すると、ロエスレルはヨーロッパの立憲主義国において宗
教（キリスト教）が果たしてきた役割を重視する思想的立場59）に基づき、
日本政府が公的礼拝の自由や宗教的結社の自由の分配を介して、より
「自由」に宗教団体との関係を構築できるようにするため、憲法上の表
記を「信教の自由」へ単一化し、かつそこに法律の留保を明記しないよ
う提案したと考えられる。なお、なぜ最終的に「信教」という語句が採
用されたのかは不明であるが、同時期に政府内外で作成された憲法草案
では「宗教の自由」、「宗旨の自由」、「信仰の自由」、「奉教の自由」のほ
うが一般的な表記であったから60）、使用頻度の点で「信教の自由」は相
対的に「蒙昧」な表記であったといえる。

2.5.　他の起草者による第28条の解釈とその公表
このように信教の自由の条文を確定するに当っては、ロエスレルが大
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きな役割を果たしたと考えられる。しかし確定後の条文の解釈について
は、他の起草者はロエスレルの意見の全てを受け容れたわけではなかっ
た。すなわち、段階⑥の枢密院諮詢草案に付された「憲法説明」は、ロ
エスレルと同じく信教の自由を「内部」と「外部」とに分ける思考法を取
りつつも、次の通り「外部」に属する宗教的行為の自由や宗教的結社の
自由もまた、第 28条の保障範囲に含まれると解釈していた。

信向帰依は専ら内部の心識に属すと雖
いえども

、其の更に外部に向いて礼拝、
儀式、布教、演説、及結社集会をなすに至ては、固

もと

より法律又は警
察上安寧秩序を維持する為の一般の制限に遵

したが

わざることを得ず。而
しか

して何等の宗教も、神明に奉事する為に法憲の外に立ち、国家に対
する臣民の義務を逃るるの権利を有せず。故に内部に於

お

ける奉教の
自由は完全にして一の制限を受けず、而して外部に於ける礼拝布教
の自由は法律規則に対し必要なる制限を受けざるべからず61）。

ここでは、「内部」の自由は「完全にして一の制限を受けず」、第28条
の定める「安寧秩序」や「臣民たるの義務」に基づく制限はおもに「外部」
の自由に課せられると説明されている。したがって、山口や須賀も指摘
する通り62）、明言されてはいないものの第28条は「外部」の自由も保障
すると解釈されていると考えられる。
なお須賀63）によると、学説においても公布直後から第 28条に宗教的

行為の自由を含める解釈が行われ、大正期・昭和期以降はそこに宗教的
結社の自由も含める解釈が主流になった。また小川原64）は、1929年に
帝国議会へ第 1次宗教団体法案が提出された際、政府側は第 28条の信
教の自由に宗教的結社の自由を含めない解釈を行ったが、これに美濃部
ら憲法学者が反対した結果、同法案は廃案になりその後は宗教的結社の
自由を含める憲法学者側の解釈が政府内でも有力になったと指摘してい
る。つまり信教の自由の保障範囲を内的・私的自由に限定したロエスレ
ルの意見は、解釈のレベルでは他の起草者にも公布後の学説にも受け継
がれなかったといえる。
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さらに、従来指摘されてはこなかったが、じつは段階⑥の枢密院諮詢
草案の時点では、条文からは削除された法律の留保が同じく解釈のレベ
ルで復活していた。前述の通りロエスレルは帝国憲法第37条への注釈
中、「宗教上の礼拝」は命令のみでも制限できると解釈していた。他方、
同条文に対する「憲法説明」は、「法律を以て定むべき条件」の 1つとし
て「出版、新聞、集会、結社、信教、及其の他人民の権利に係る制限」
を挙げ、「信教」に対する「制限」は「法律を以て定むべき」と明記して
いた65）。また「国家の安寧を維持」するための命令権を定めた第 9条に
ついても、たしかに「命令は専ら天皇の裁定に出」るが、しかし「凡そ
臣民の為に身体財産の権利を規定するは必ず法律に依」り、「命令は用
いて以て身体財産の権利を制限することなかるべ」しと記し、命令のみ
で「身体財産の権利」に対する「制限」が課されるべきではないと解釈し
ていた66）。枢密院はこうした起草者の解釈を参照して、憲法草案を可決
したのであった。
もっとも、段階⑥の枢密院審議の時点で法律の留保を復活させた起草
者の解釈は、その後公表されなかった。秘密会であった枢密院審議後に
「憲法説明」は、まず井上が改訂し、さらに共同審査会67）が改訂した後、
1889年 6月に『帝国憲法義解』と題して伊藤の私著として刊行された。
こうした改訂の結果、信教の自由に関する第28条の解釈はほとんど変
更されなかった一方68）、先に引用した法律の留保に関する「憲法説明」
の第9条と第37条の解釈は、『帝国憲法義解』には掲載されなかった69）。
信教の自由の制限に関する法律の留保は、最終的には条文からも起草者
の解釈からも完全に削除されたのである。
その一因は、結局のところロエスレルより他の起草者も、法律の留保
を残して宗教に関する行政権を制約することにそれほど積極的ではな
かったからと考えられる。そもそも伊東は、起草者の憲法解釈を公にす
ること自体に反対していた。それは伊東が、憲法は「其信ずるに足り疑
うの余地ある、猶

な

お経典の如くすべ」きであるにもかかわらず、「政府
自ら釈義を公に」して憲法の「本義」に「限域」を置いてしまうと、「政
治の方針と進歩の程度に伴うて、異日多少の変動なきを免れ」ず、「累
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を他日に胎す」おそれがあると考えていたためであった70）。伊藤もまた、
1888年 6月 27日、枢密院での第 28条案の審議中、皇室祭祀に対する
官吏の礼拝義務と信教の自由との関係について議論が紛糾しかけた際、
誰も 100年生きることはできないのだから「将来国家の宗教に対する政
略如

いか ん

何」は「其時々の政治家の方寸」に任せるよう述べ議論を打ち切り、
この論点について「今弁明」することを避けた71）。自身の条文案に法律
の留保を設けた井上にしても、新田や齊藤智朗の指摘する通り72）、おも
に治安維持の観点から政府が宗教団体を統御することは必要であると考
えていた。まとめると、他の起草者はロエスレルほど国内の宗教団体が
果たす政治上の役割に期待してはいなかったが73）、しかし「将来国家の
宗教に対する政略」に柔軟性を持たせようとした点では大差なかったと
考えられる。

3.　おわりに

本論は、帝国憲法公布後の解釈史に与えた影響の大きさを踏まえて、
なぜ帝国憲法の起草者が信教の自由の条文に法律の留保を設けなかった
のかについて考察した。本論の調査により、起草過程の初期段階では法
律の留保を明記する案や、信教の自由の内容を細分化して表記する案も
存在したものの、1887年 8月の夏島草案以降は条文から法律の留保が
削除され、表記も「信教の自由」へ単一化されたと明らかになった。そ
して本論は、以上 2点の変化においては、ロエスレルの意見が大きな役
割を果たしたと主張した。すなわちロエスレルは、ヨーロッパの立憲主
義国で宗教（キリスト教）が果してきた役割を重視する思想的立場に基
づき、日本政府がより「自由」に宗教団体との関係を構築し、「国民の徳
義心」を涵養できるようにするため、信教の自由に関する憲法条文を
「蒙昧」化するよう提案したと考えられる。他の起草者はロエスレルの
提案の全てを受け容れたわけではなかったが、しかし彼らもまた将来の
対宗教政策に柔軟性を持たせようと望んだ点では大差なかったと指摘で
きるから、最終的に法律の留保は憲法条文からも起草者の解釈からも完
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全に削除された。その結果、近年の研究が指摘する通り、戦前期を通じ
て憲法解釈上、政府が議会や裁判所から牽制されずに宗教に関する行政
権を行使することはひろく容認された一方、そうした政府の措置から国
民が自らの信教の自由を守る制度的手段は他の自由権に比べていちじる
しく限定された。したがって帝国憲法による信教の自由の保障は、神社
の公的待遇の変遷にかかわらず、公布当初から一貫して制限されていた
といえる。
本論で見てきた通り、帝国憲法の起草者は第 28条の保障範囲に何が

含まれるかについては意見を異にした一方、「信教の自由」という条文
上の語句に対して、解釈上内心の自由、宗教的行為の自由、宗教的結社
の自由という 3つの次元を設定し、後 2者の「外部」の自由に対しての
み一定の制限を課すことを検討するという思考法は共有していた。最後
に指摘したいのは、こうした「内部」と「外部」の区別に基づく思考法
は、日本国憲法第 20条 1項における「信教の自由」に対する現代の解釈
学説でもおおむね支持されているという点である74）。もちろん、歴史的
沿革はかならずしも現行の憲法解釈の妥当性を左右するものではない。
帝国憲法起草者と今日の憲法学の解釈とを安易に結びつけることは、そ
れこそ時代錯誤的な単純化であるだろう。しかしまた、もしいま日本国
憲法下の政教関係を再考するのであれば、この思考法が特定の時期や地
域の政教関係をモデルとした「宗教」概念を前提としている可能性や、
戦前期はそれが行政機関に宗教に関する裁量権を確保する文脈で導入さ
れたという経緯を認識しておくことも必要であると考えられる。
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